
市
・
県
民
税
の
税
率
な
ど
が
変
わ
り
ま
す

昭
和
6
2年
に
地
方
税
法
の
一
部

改
正
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

こ
の
結
果
、
市
・
県
民
税
に
つ

い
て
税
率
や
控
除
な
ど
が
改
正
さ

れ
た
り
新
し
く
設
け
ら
れ
た
り
し

ま
し
た
。

昭
和
6
3年
度
分
の
市
・
県
民
税

に
適
用
さ
れ
る
主
な
改
正
点
は
次

の
と
お
り
で
す
。

1
、
所
得
割
の
税
率
が
変
更

・
市
民
税
の
税
率
が
1
3段
階
か

ら
7
段
階
に
な
り
ま
し
た
。

（表1 ） 市 民 税
改　正　 前 昭和63年度

適用課税所得 税率 適用課税所得 税率

20万円以下の金額

20万円を超える金額

45　　　11

70　　　/ 1

95　　　　11

120　　　XI

220　　　11

370　　　11

570　　　yX

950　　　x1

1, 900　　　1x

2, 900　　　11

4, 900　　　 夕1

2. 5%
3％
4％
5％
6％
7％
8％
9％

10％
11％
12％
13％
14％

60万円以下の金額
60万円を超える金額

130　　　　/ 1
260　　　/ 1
460　　　XI
950　　　11

1, 900　　　　x･

3％
5％
7％
8％

10％

11％
12％

（表2 ） 県 民税
県
民
税
の
税
串
が
2
段
階
か

ら
3
段
階
に
な
り
ま
し
た
。

改　正　前 昭和63年度

適用課税所得 税率 適用課税所得 税率

150万円以 下の 金額

150万円 を超え る金額

2 ％
4 ％

130万円以 下の 金額

260万円　　〃

260万円 を超え る金額

2 ％

3 ％

4 ％

2
、
配
偶
者
特
別
控
除
の
新
設

次
の
場
合
、
今
ま
で
の
配
偶
者

控
除
と
は
別
に
、
配
偶
者
特
別
控

除
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

も
ち
ろ
ん
、
配
偶
者
控
除
と
特

別
配
偶
者
控
除
の
両
方
が
適
用
さ

れ
ま
す
。

・
市
・
県
民
税
の
配
偶
者
特
別
控

除
は
、

合
計
所
得
金
額
が
、
8
百
万
円

以
下
の
納
税
者
で
、
生
計
を
一
に

す
る
配
偶
者
（
他
の
納
税
者
の
扶

養
親
族
と
さ
れ
る
者
、
青
色
事
業

専
従
者
と
し
て
給
与
の
支
払
を
受

け
る
者
、
お
よ
び
白
色
事
業
専
従

者
を
除
く
。）
を
有
す
る

場
合
で
す
。

そ
の
配
偶
者
が
控
除
対

象
配
偶
者
に
あ
た
る
か

ど
う
か
の
別
に
応
じ
て
、

表
4
の
計
算
式
で
求
め

た
金
額
を
、
所
得
金
額

か
ら
控
除
す
る
こ
と
が

で
き
る
よ
う
に
な
り
ま

し
た
。

（ 表3 ） 各種所得控除の引き上げ
基
礎
控
除
、
配
偶
者
控
除
、

扶
養
控
除
が
引
き
上
げ
ら
れ

ま
し
た
。

項　　　　目

基　 礎　　控　　除　　額
配　 偶　 者　 控　 除　 額
う
ち

老人扶養対象配偶者
同 居 特 別 障 害 者

扶　　 養　　 控　　 除　　 額

う
ち

老 人 扶 養 親 族
同 居 特 別 障 害 者
同　 居　老　親　等

改正前

26万円
26万円
27万円
34万円
26万円
27万円
34万円
31万円

昭和63年度

28万円
28万円
29万円
36万円
28万円
29万円
36万円
33万円

市
・
県
民
税
と
所
得
税

と
で
は
配
偶
者

特
別
控
除
額
が
異
る

昭
和
6
2年
分
の
所
得
税
に
お
け

る
配
偶
者
特
別
控
除
額
は
、
1
1万

2
、
5
百
円
（
最
高
）
で
す
が
、

昭
和
6
3年
度
の
市
・
県
民
税
の
配

偶
者
特
別
控
除
額
は
1
4万
円
（
最

高
）
と
異
な
っ
て
い
ま
す
。

ま
た
、
こ
の
控
除
が
適
用
さ
れ

る
配
偶
者
の
所
得
金
額
の
範
囲
も

市
・
県
民
税
が
4
9万
5
千
円
（
給

与
所
得
等
の
み
の
場
合
）
で
す
が

所
得
税
は
4
5万
円
未
満
（
給
与
所

得
等
の
み
の
場
合
）
と
異
っ
て
い

ま
す
。

し
た
が
っ
て
、
市
・
県
民
税
で

は
4
5万
円
以
上
4
9万
5
千
円
未
満

の
人
で
も
配
偶
者
特
別
控
除
の
対

象
に
な
り
ま
す
。

〈
事
業
専
従
者
控
除
額
の
引
き
上

げ
〉

配
偶
者
に
係
る
白
色
申
告
者
の

事
業
専
従
者
控
除
が
4
5万
円
か
ら

6
0万
円
に
引
き
上
げ
ら
れ
ま
し
た
。

配
偶
者
以
外
の
控
除
額
は
、
従
来

ど
お
り
4
5万
円
で
す
。

( 表4)

住民税の配偶者特別控除の調整

①その配偶者が控除対象配偶者に当る場合

140, 000円－
給与 所 得等
の 合 計 額

十 給与 所 得 等以 外
の所 得 の 合 計額

.× 3. 3 ×
14

/33

② 配 偶者 が控 除 対 象配 偶 者以 外 の場 合

140, 000 円 －
給 与 所 得等
の 合 計 額

十
給与 所 得等 以 外

の所 得 の合 計額
) く3. 3  -  330, 000 円 ×

28

/33

（ 注1  ) 140, 000 円 か ら 控 除 す べ き 金 額 に

10, 000 円 未 満 の 端 数 が あ る と き は 、

そ の 端 数 を 切 り 捨 て る 。

（ 注2 ）「 給 与 所 得 金 額 等 」と は 、 自 己 の 勤

労 に 基 づ い て 得 た 事業 所 得 、 給 与

所 得 、退 職 所 得 、雑 所 得 を い い ま す 。

ニ
セ
税
理
士

に
注
意

こ
の
時
期
に
な
る
と
正
規
の
資

格
の
な
い
人
が
税
理
士
と
偽
っ
て
、

税
金
の
申
告
書
を
書
い
た
り
、
税

務
相
談
を
受
け
た
り
し
て
い
ま
す
。

「
ニ
セ
税
理
士
」
は
法
律
に
違
反

す
る
だ
け
で
な
く
、
あ
い
ま
い
な

税
務
知
識
の
た
め
、
申
告
書
の
記

載
内
容
を
誤
っ
た
り
、
税
務
署
か

ら
の
問
い
か
け
や
調
査
に
対
し
て
、

あ
な
た
に
代
わ
っ
て
税
務
署
に
答

え
る
こ
と
が
で
き
な
い
な
ど
、
あ

な
た
に
迷
惑
を
か
け
な
い
と
に
も

な
り
ま
す
。
十
分
ご
注
意
下
さ
い
。
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